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 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成17年度以降に完成した、元請けとして
次に掲げるア）又はイ）の要件を満たす同種
工事の施工実績を有すること。（受注形態を明
らかにするものとし、甲型共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の場
合のものに限る。乙型共同企業体の施工経験
については、出資比率に関わらず各構成員が
施工を行った分担工事の経験であること。）
（新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向
けた一時中止措置等を行ったものに限り、申
請時点で完成していない工事も実績として申
請できるものとする。）
ア）１門当りの扉体投影面積が38以上の河
川用水門設備（鋼製起伏ゲート（ゴム袋体
支持式を除く））を製作し据付した工事の施
工実績を有すること。
イ）１門当りの扉体投影面積が53以上の河
川用水門設備（鋼製ローラゲート）を製作
し据付した工事の施工実績を有すること。
但し、共同企業体にあっては、構成員のい
ずれか１社が上記同種工事の実績を有するこ
と。
なお、当該実績が地方整備局が発注した工
事に係る実績である場合にあっては、工事成
績評定通知書の評定点が65点未満のもの又は
工事成績評定の通知を受けていないものを除
く。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に配置できること。
なお、建設業法（昭和24年法律第100号）
第26条第３項及び建設業法施行令（昭和31年
政令第273号）第27条第１項に該当する場合
は、当該技術者は専任でなければならない。
 建設業法第７条第２号イからハまたは第
15条第２号イからハに掲げる者であるこ
と。
 平成17年度以降に完成した、元請けの技
術者として、上記に掲げる同種工事の経
験を有する者であること。（受注形態を明ら
かにするものとし、甲型共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。乙型共同企業体の施工

経験については、出資比率に関わらず各構
成員が施工を行った分担工事の経験である
こと。）（新型コロナウイルス感染症の拡大
防止に向けた一時中止措置等を行ったもの
に限り、申請時点で完成していない工事も
実績として申請できるものとする。）但し、
一人の主任（監理）技術者が同種工事の全
ての要件を満たさなければならない。（工場
製作と据付工事現場で配置予定技術者を交
代する場合は、工場製作の技術者は同種工
事の工場製作の経験を、据付工事現場の技
術者は同種工事の据付工事現場の経験を有
していればよい。）
また、共同企業体にあっては、構成員の
いずれか１人の主任（監理）技術者が同種
工事の経験を有していればよい。
なお、当該実績が地方整備局が発注した
工事に係る実績である場合にあっては、工
事成績評定通知書の評定点が65点未満のも
の又は工事成績評定の通知を受けていない
ものを除く。（工事成績評定通知書の再発行
等については、５年以内のものは該当工事
発注事務所にて、それ以前のものは企画部
技術管理課に申請すれば再発行が可能で
す。）
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。登録基幹技能者が主任技術者
となる場合にあっては、登録基幹技能者講
習修了証を有する者であること。
 配置予定の主任（監理）技術者にあって
は直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であ
るので、その旨を明示することができる資
料を提出するものとし、その明示がなされ
ない場合は入札に参加できないことがあ
る。また、次に掲げる通達において定めら
れた在籍出向の要件に適合しない場合又は
当該要件に適合することを証する資料の提
出がなされない場合は入札に参加できな
い。また、当該要件に適合しない者を監理
技術者等として設置していることが確認さ
れた場合は契約を解除する。
１）「建設業者の営業譲渡又は会社分割に
係る主任技術者又は監理技術者の直接的
かつ恒常的な雇用関係の確認の事務取扱
いについて」

２）「官公需適格組合における組合員から
の在籍出向者たる監理技術者又は主任技
術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の取
扱い等について（試行）」
３）「親会社及びその連結子会社の間の出
向社員に係る主任技術者又は監理技術者
の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱い
等について（改正）」
４）「持株会社の子会社が置く主任技術者
又は監理技術者の直接的かつ恒常的な雇
用関係の確認の取扱いについて（改正）」

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、九州地方整備局長から工事請負
契約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年
３月29日付け建設省厚第91号）に基づく指名
停止を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある又は特別な提携関係等があ
る建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に以下の基
準のいずれかに該当する関係がないこと。
 資本関係
次のいずれかに該当する二者の場合。
 子会社等（会社法（平成17年法律第86
号）第２条第３号の２に規定する子会社
等をいう。において同じ。）と親会社等
（同条第４号の２に規定する親会社等を
いう。において同じ。）の関係にある場
合
 親会社等を同じくする子会社等同士の
関係にある場合

２）会社法第402条に規定する指名委員
会等設置会社の執行役
３）会社法第575条第１項に規定する持
分会社（合名会社、合資会社又は合同
会社をいう。）の社員（同法第590条第
１項に規定する定款に別段の定めがあ
る場合により業務を執行しないことと
されている社員を除く。）
４）組合の理事
５）その他業務を執行する者であって、
１）から４）までに掲げる者に準ずる
者

 一方の会社等の役員が、他方の会社等
の民事再生法第64条第２項又は会社更生
法第67条第１項の規定により選任された
管財人（以下単に「管財人」という。）を
現に兼ねている場合
 一方の会社等の管財人が、他方の会社
等の管財人を現に兼ねている場合

 その他入札の適正さが阻害されると認め
られる場合
組合（共同企業体を含む。）とその構成員
が同一の入札に参加している場合その他上
記又はと同視しうる資本関係又は人的
関係があると認められる場合。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

 人的関係
次のいずれかに該当する二者の場合。た
だし、については、会社等（会社法施行
規則（平成18年法務省令第12号）第２条第
３項第２号に規定する会社等をいう。以下
同じ。）の一方が民事再生法第２条第４号に
規定する再生手続が存続中の会社等又は更
生会社（会社更生法第２条第７項に規定す
る更生会社をいう。）である場合を除く。

 一方の会社等の役員（会社法施行規則
第２条第３項第３号に規定する役員のう
ち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、
他方の会社等の役員を現に兼ねている場
合
１）株式会社の取締役。ただし、次に掲
げる者を除く。
 会社法第２条第11号の２に規定す
る監査等委員会設置会社における監
査等委員である取締役
 会社法第２条第12号に規定する指
名委員会等設置会社における取締役
 会社法第２条第15号に規定する社
外取締役
 会社法第348条第１項に規定する
定款に別段の定めがある場合により
業務を執行しないこととされている
取締役
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